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　高市政権のキャッチ・フレーズは、「責任ある積

極財政」である。しかし、財政とは「民主主義の経済」

であることを忘れてはならない。つまり、財政は

国民の共同意志決定にもとづいて、国民の共同事

業を国民の共同負担で実施する「民主主義の経済」

なのである。

　しかも、財政の結果責任は必ず国民が引き受け

る。「積極財政」の結果、インフレが加速してしまい、

生活が窮乏化しても、その責任を取って苦悩する

のは国民である。国民の代表たる国会が承認した

以上、政権は誤った政策を提案したことを謝罪す

らしないはずである。

　「責任ある積極財政」という意味が、「国民に責

任のある積極財政」という意味であれば、自明の

理である。もちろん、高市政権の唱える「責任あ

る積極財政」は、そうした意味ではない。デフレ

がインフレに転換した状況のもとでの「積極財政」

は、無責任な放漫財政という謗りを免れないので、

財政規律をも考慮しているという意味で「責任あ

る」の言葉が使用されている。

　景気変動を安定化させるフィスカル・ポリシー

（財政政策）では、不況期には減税をして積極財政

を展開し、好況期になれば、増税をともなう緊縮

財政を実施すべきだと唱えられる。しかし、それ

は財政が理性的に運営されることを前提にしてい

て、現実には政治家も大衆も自己利益を追求する

ため、減税と経費拡大が常態化してしまうと反論

されている。

　実際、民主主義が有効に機能しているとは思え

ない日本では、減税と経費拡大という積極財政が

繰り返されてきた。高市政権は「緊縮志向」から

の転換を唱えるけれども、少なくとも新自由主義

を標榜する小泉政権が誕生して以降、「成長優先」

の政策が採られ続けている。もちろん、「成長優

先」の政策は、経済成長をもたらすどころか、経

済衰退に帰結してきたことは周知のとおりである。

2000 年には日本は、一人当たりの GDP で世界第２

位だったけれども、2023 年には 30 位を下回ってし

まっている。しかも、実質賃金は低下し続け、格

差と貧困は溢れ出ている。こうした失政の責任は、

いうまでもなく国民が取らされている。

　高市政権は失政というべき「成長優先」の「積

極財政」を、インフレのもとで強行しようとして

いる。というよりも、高市政権は「円安ホクホク」

発言にみられるように、インフレの加速を容認し

ていると思われる。「責任ある」と弁明する根拠も、

財政規律の指標を変えつつ、インフレによる改善

に期待していると認められる。

　しかし、政策目標を企業の利潤追求を支援する

「成長優先」から、国民生活の幸福を実現する「生

活重視」へと切り換えなければ、日本の経済衰退

は激化するばかりだと考える。日本では政策論議

が経済変動という循環的問題に焦点が絞られ、社

会変動という構造的問題が軽視されている。しか

し、現在は有形資産で有形財を生産する工業社会

から、無形資産で無形財を生産する産業が基軸と

なる、ポスト工業社会へと移行する大転換期になっ

ていることを忘れてはならない。

　もちろん、こうした社会変動は、これ以上、自

然資源を多消費すると、人間の生活が存続できな

くなっているからでもある。つまり、「量」の経済を、

「質」へと転換していくことを意味している。「量」

を「質」へ置き換えるのは、人間の「知識」である。

それ故にポスト工業社会は「知識社会」とか、「知

識基盤社会」とか表現されるのである。

　こうした構造変化に対応するため財政は、生産

の前提条件としての社会インフラと、生活を保障

する社会的セーフティネットを整備しなければな

らない。もちろん、ポスト工業社会の社会インフ

ラは、すべての社会の構成員が掛け替えのない能

力を発揮できるような人間形成を実現する教育シ

ステムである。生活保障の社会的セーフティネッ

トも現金給付に加えて、現物（サービス）給付を

充実させる。イギリスの社会学者ギデンスの言葉

で表現すれば、「社会保険国家」を「社会投資国家」

へと創り替えなければならないのである。
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